
 
 

貿
易
保
険
法
及
び
特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議 
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政
府
は
、
本
法
施
行
に
当
た
り
、
次
の
諸
点
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
べ
き
で
あ
る
。 

 

一 

独
立
行
政
法
人
日
本
貿
易
保
険
の
特
殊
会
社
化
に
当
た
っ
て
は
、
利
用
者
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
質
の
高
い
サ
ー
ビ
ス
を
提

供
す
る
た
め
、
専
門
能
力
を
有
す
る
人
材
の
登
用
や
能
力
開
発
に
よ
り
職
員
の
一
層
の
専
門
性
の
向
上
を
図
る
こ
と
。
ま
た
、

役
員
等
の
認
可
に
当
た
っ
て
は
、「
天
下
り
」
の
批
判
を
受
け
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
こ
れ
ま
で
の
政
府
方
針
を
踏
ま
え
、
適

材
適
所
を
徹
底
す
る
こ
と
。 

 

二 

株
式
会
社
日
本
貿
易
保
険
の
事
業
の
監
督
を
行
う
に
当
た
っ
て
は
、
同
社
の
経
営
状
況
等
の
情
報
公
開
に
つ
い
て
適
切
な

措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、「
経
営
の
自
由
度
、
効
率
性
、
機
動
性
の
向
上
」
と
い
う
特
殊
会
社
化
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
同
社

の
中
長
期
的
視
点
に
基
づ
い
た
経
営
を
阻
害
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
十
分
配
慮
す
る
こ
と
。 

 

三 

貿
易
保
険
事
業
が
、
戦
争
や
テ
ロ
等
に
よ
っ
て
生
じ
る
通
常
の
保
険
に
よ
っ
て
救
済
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
損
失
を
塡
補

す
る
リ
ス
ク
の
高
い
も
の
で
あ
る
と
と
も
に
、
中
長
期
的
に
収
支
相
償
の
原
則
に
よ
り
運
営
さ
れ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
新
た

に
発
足
す
る
株
式
会
社
日
本
貿
易
保
険
の
責
任
準
備
金
の
適
正
な
水
準
に
つ
い
て
会
社
設
立
ま
で
に
検
討
し
、
結
論
を
得
る

こ
と
。 

 

四 

我
が
国
の
経
済
協
力
及
び
国
際
協
力
の
一
環
と
し
て
、
貿
易
保
険
に
関
し
て
取
得
し
た
債
権
等
に
対
す
る
債
務
削
減
が
行

わ
れ
た
場
合
に
は
、
そ
の
影
響
に
係
る
負
担
を
利
用
者
だ
け
に
求
め
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
株
式
会
社
日
本
貿
易
保
険
に
対

し
、
債
務
削
減
額
の
全
部
又
は
一
部
に
相
当
す
る
交
付
金
の
交
付
に
努
め
る
こ
と
。 

  
 

右
決
議
す
る
。 


